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都市再生整備計画の目標及び計画期間

市町村名 地区名 面積 240 ha

平成 18 年度　～ 平成 22 年度 平成 18 年度　～ 平成 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

％ 15 22

人／年 14 22

人／回 15 22

　田原市は、平成１５年８月２０日、旧田原町と旧赤羽根町が合併により田原市が誕生し、平成１７年１０月１日には旧渥美町とも合併により渥美半島が一つとなった新たな田原市が誕生した。人口約６５．５００人、面積１８８．６平方キロの新市である。　赤
羽根地区は、旧赤羽根町の中心市街地として、市街化区域と調整区域にまたがる人口２，５６３人、７１３世帯の住宅地区と田園地区が共存している地区である。
 この地区の南側には太平洋を望み、近年は多くのサーファーが波を求めて訪れ、全国有数のサーフィン場でのハイクラスの世界サーフィン大会が開催されている町として有名である。また、自然海岸の砂浜は、アカウミガメの産卵場として、住民の保護
活動の中で守られ、市民、観光客の憩いやレクリェーションの場として親しまれている。
 この地域では、「赤羽根海岸整備基本構想」（平成３年度赤羽根町）及び「赤羽根漁港海岸基本計画報告書」（平成６年度愛知県）に整備計画が示され、愛知県を事業主体に海岸公園の基礎となる緩傾斜護岸の整備を平成５年から平成１０年度の整備
を終え、海岸公園整備に平成１１年度から平成１９年度にかけて整備が進められている。また、市事業としては、公園のアクセス道路やサイクリングロードの整備が進められている。
　そこで田原市では、新市建設計画を進める中で、この地区を自然環境との共生や環境保全を行いながら、地域資源を活用し、今後の市民の憩いの場や観光振興及び産業振興の拠点として整備していくにあたって、最終的な目標を市街地ゾーンの活性
化とする「田原市赤羽根海岸整備基本計画」を平成１５年度、平成１６年度で作成しおります。基本方針は、国の「観光立国行動計画」に基づく整備を推進していくこととして、この地区の整備テーマは、「自然と共存する海岸リゾート＆ビレッジ」としていま
す。又、この地域を３つのゾーンを設けて、基補方針を定めており、海岸ゾーンは、「海岸保全と海岸利用のルールづくり」、市街地ゾーンは、「海を感じられる町としての景観形成」、及び、拠点施設ゾーンは、「海岸の両翼を担う観光交流空間づくり」として
います。平成１７年度には、実施に向けての「田原市赤羽根海岸整備基本設計」を進めています。

計画期間 交付期間 22

大目標　：住民が、安心して暮らして楽しい笑顔のある街づくりの推進。
　目標①　自然環境と共生した、災害に強い街づくりを進める。
　　　　②　交流空間を持つ郊外型街づくりを推進する。

都道府県名 愛知県 田原市 赤羽根地区

５０％

　赤羽根地区市街地ゾーンは、市街化区域70haと、その背後地に農用地区域等が指定されている。全体に市街地の整備水準は低く、地域住民の高齢化が進むなか、国道４２号には歩道が整備されつつあるが、集落内の道路は狭く、歩道や休息施設が
なく、歩行者や車両の通行にとって危険な状態である。また、近年の東海・東南海連動型地震の発生が危惧されて、市街地区域内道路は、防災上無防備状態であるとなっている。又、観光客が減少するなかで、サーファーを中心とした若者は、多く訪れ
ておりますが商業地域における商業施設の立地は少なく、観光客の受入れ体制ができていない。このために、平成１５年８月に市街化区域の両側の市街化調整区域に観光資源の有効活用できる区域を設定して、受入れや利便性を図る態勢づくりを行っ
ている。
　市街化区域内整備については、近年各地で多発する地震等の自然災害の発生から、住民の防災対策へのニーズは高まっており、地域住民の合意の下の計画的な整備が求められている。

　住民参加型の市街地再生計画による整備計画を作成し、自然環境を活かし、自然環境と共生した街づくり（住まいづくり）を行う。
　自然環境を保全しつつ拠点整備を進め、地域化活性化を行う。

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

市街化区域内道路の整備率 市街化区域内幅員４ｍ以上の市道の整備率　

災害時等の救急及び避難に支障をきたす恐れのある幅員４ｍ未
満の狭隘市道を幅員４ｍ以上に整備を行い、住民の生命を守る。

35.56％

３０万人

市街化区域再生検討会参加者数 住民指導型の地域再生検討会の参加者延べ人数
道路整備・防災対策等に対しての住民参加型の整備行う。

0 400人

入込み観光客数
減少する観光客に地区の魅力を高め、来訪する観光客との交流を
通じて、地域の活性化を図る。 ２２万人赤羽根地域への観光客の入込み数



都市再生整備計画の整備方針等

計画区域の整備方針

その他

方針に合致する主要な事業
・安心して暮らし続けることのできる居住空間の形成―災害に強く、かつ共同の空間の街
地域住民が安心して暮らすため、市街化区域内道路を中心に整備を行い、緊急避難路の確保や緊急一時避難所や防災機能を持った街角拠点を整備を行いながら、平時は住民
の憩いの場としたミニ広場を整備する。
　市街化区域内道路の幅員4ｍ以上の整備状況が１６，０４１ｍの内５，８６４ｍで３６．５６％と低く、このために、災害発生時における復旧活動はもとより、平時の生活においての
生活活動に支障をきたしている。このことから、基幹道路整備を軸に幅員４ｍ未満の狭隘道の解消を行う。

道路整備

地域生活基盤施設整備

・自然豊かな環境の中で、訪れる観光客やサーファーに地域の魅力を提供するための道の駅や物産センターなどの拠点整備を推進し、自然と共生する街づくりを住民参加型での
整備を行い、都市との交流空間を備えた地域を目指す。、

高次都市施設整備

まちづくり活動推進事業

平成3年度赤羽根町にて「赤羽根海岸整備基本構想」を策定する。
平成3年度赤羽根海岸線を始め「リゾートサイクリングネットワーク事業」の採択を旧建設省の採択を受け、サイクリングロードの整備を行う。
平成5年度から愛知県が赤羽根漁港海岸環境整備事業（海浜公園）の基礎となる緩傾斜護岸整備事業に着手する。
平成6年度愛知県が「赤羽根漁港海岸基本計画報告書」を策定する。
平成10年度から赤羽根漁港海岸環境整備事業に愛知県が着手する。
平成１５年度から海岸公園アクセス道路整備事業に赤羽根町が着手する。
平成15年8月1日赤羽根市街化区域両側を都市計画法34条２項の観光資源の有効活用地域としての指定を受ける。平成15年8月20日田原町と赤羽根町が合併し田原市となる。
平成15年度・平成16年度新市建設計画を受け、「田原市赤羽根海岸整備基本計画」を策定する。



交付対象事業等一覧表

基幹事業

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度
道路 田原市 直 500m H18 H21 H18 H19

道路 市道赤羽根中瀬古６号線 田原市 直 350m H20 H22 H20 H22

道路 市道諏訪西線 田原市 直 500m H19 H22 H19 H22

道路 田原市 直 170m H19 H21 H19 H22

道路 市道（仮）赤羽根西瀬古線 田原市 直 70m H20 H22 H20 H22

道路 市道赤羽根西瀬古西線 田原市 直 450m H19 H22 H19 H22

道路 市道赤東海岸線 田原市 直 120m H19 H21 H19 H22

道路 市道赤羽根天神赤羽根柿木線田原市 直 180m H19 H21 H19 H22

道路 市道赤羽根八分線 田原市 直 420m H20 H21 H20 H21

道路 市道大西四貫目線 田原市 直 220m H21 H21 H21 H21

道路 市道中瀬古９号線 田原市 直 50m H21 H22 H21 H22

公園

河川

下水道

駐車場有効利用システム －

地域生活基盤施設 田原市 直 ー H18 H2７ H18 H22

高質空間形成施設 －

高次都市施設 田原市 直 ー H18 H21 H18 H21

既存建造物活用事業 －

優良建築物等整備事業

拠点開発型

沿道等整備型

密集住宅市街地整備型

耐震改修促進型

街なみ環境整備事業

住宅地区改良事業等

都心共同住宅供給事業

公営住宅等整備

都市再生住宅等整備

防災街区整備事業

合計 …A

提案事業

開始年度 終了年度 開始年度 終了年度
田原市 直 H19 H22 H18 H22

田原市 直 H18 H19 H18 H19

田原市 直 H19 H21 H18 H21

－

田原市 直 H19 H22 H18 H22

－

合計 …B

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度
田原市 国土交通省 ３６０ｍ ○ H15 H19

合計

道路改良事業 市道赤羽根海岸線

事業 事業箇所名 事業主体 所管省庁名 規模
（いずれかに○） 事業期間

まちづくり活
動推進事業

都市再生計画ワーキング 赤羽根町

－

赤羽根漁港地区

事業活用調
査 －

細項目

地域創造支
援事業

市道狭隘道路拡幅事業 区域内

避難誘導防犯灯設置事業 区域内

ウミガメ保護支援センター

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

住宅市街地
総合整備
事業

ー

－

ー

－

－

細項目
市道弥八島長沢線

規模
（参考）事業期間 交付期間内事業期間

直／間事業 事業箇所名 事業主体

市道（仮）赤羽根天神線



都市再生整備計画の区域

　赤羽根地区（愛知県田原市） 面積 240 ha 区域 田原市赤羽根町・高松町の一部

【図面作成上の留意】

・Ａ４版横長であれば縮尺は自由。ただ
し必ずスケールバー・方位を記入する
こと。
・市町村全体の中での位置がわかる範
囲を対象とすること。
・都市再生整備計画の区域を赤太線縁
取りとし、地区名、区域面積を記入する
こと。
・鉄道、高速道、幹線道等の都市の骨
格を成す施設及び計画の内容に影響
を与える主要な施設を明記すること。
・その他必要な事項は適宜追加してよ
いが、必ず凡例を記入すること。

【記入要領】
・水色のセルは計画作成者において記入すべきことを表す。記入漏れのないよう留意すること。
・「区域」欄は、計画区域の主な所在地を記入すること。
　　　例）○○町○丁目、○丁目、○○町○丁目の全部と○○町○丁目、○○町○丁目の一部
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拠点・赤羽根漁港地区

県事業・赤羽根漁港海岸環境整備事
業

拠点・弥八島地区

道の駅

国道４２号・自転車歩行者道設置事業
H８～H２２予定L=1,400m
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道路事業・市道諏訪西線

街角公園・避難誘導防犯
等

耐震防火水槽設置事業全１２基

平成１５年８月撮影・赤羽根地

大石海岸公園

（仮）弥八島海浜公園

N
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市街化区域内道路の整備率 （　％　） 35.56% （15　年度） → 50.00% （22　年度）
入込み観光客数 （　人　） 22万人 （14　年度） → ３０万人 （2２　年度）
市街化区域再生検討会
参加者数

　人／回　） （15　年度） → 400 （22　年度）

＜整備方針概要図＞

　赤羽根地区（愛知県田原市）　整備方針概要図

目標

・郊外型街づくり
・自然共生街づくり
・災害に強い街づくり

代表的
な指標

【図面作成上の留意点】

・現況図と同じ縮尺とし、スケール
バー・方位を記入すること。
・都市再生整備計画の区域を赤太線
縁取りすること。
・計画に位置付けられた事業につい
て、その位置がわるように旗揚げし、
事業名等を明記すること。
・関連事業についても旗揚げし、関連
事業であることがわかるように記載す
ること。
・その他必要な事項を記載するとき
は、必ず凡例を記入すること。

１ｋｍ

■基幹事業　高次都市施設
赤羽根漁港地区
・（道の駅）駐車場、情報センター、トイレ（基幹）
・地域観光交流センター(基幹）

○関連事業　道路改良事業
・市道赤羽根海岸線L=360mW=11.0ｍ

■基幹事業
道路改良事業
市道諏訪西線L=500mW=8.0m

■基幹事業
道路局部改良事業
市道大西四貫目線L=220mW=８ｍ

■基幹事業
道路改良事業
市道赤羽根西瀬古西線
L=450mW=6.0m

■基幹事業
道路改良事業
市道赤羽根出口ハ分線
L=4２0mW=5.0m

■基幹事業
道路改良事業
市道赤羽根天神赤羽根柿木線
L=１８０mW=４.0m

■基幹事業
道路改良事業
市道（仮）赤羽根西瀬古線L=50mW=６.0m

■基幹事業
道路改良事業
市道（仮）赤羽根天神道L=170mW=６.0m

■基幹事業
道路改良事業
市道弥八島長沢線
L=500mW=11.0m

■基幹事業
道路改良事業
市道赤羽根中瀬古6号線L=３５０ｍｗ＝８．０ｍ

■基幹事業
道路改良事業
市道中瀬古９号線L=５０ｍｗ＝４．０
ｍ

■基幹事業
地域生活基盤施設　大石海岸広場

■基幹事業
地域生活基盤施設　耐震防火用水設置12
基
□提案事業
地域生活基盤施設　避難誘導防犯灯20基

■基幹事業
地域生活基盤施設　街角広場　6箇所

■基幹事業
地域生活基盤施設　（仮）弥八島公園

■基幹事業
地域生活基盤施設　（仮）赤中広場

■基幹事業
道路改良事業
市道赤東海岸線L=１２0mW=6.0m

N

□提案事業
狭隘道路拡幅事業
区域内道路　Ｗ＝４．０ｍ

□提案事業　地域創造支援事業
・ウミガメ保護支援センター

■基幹事業　地域生活基盤施設
・交流拠点施設（交流センター）


